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道内景気は、新型コロナウイルス感染拡大により一段と厳しさを増している。生産活動は

減少している。需要面をみると、個人消費は、一部を除き大幅に減少している。住宅投資

は、減少している。設備投資は、弱含みとなっている。公共投資は、堅調に推移している。

輸出は、弱さがみられる。観光は、来道者数、外国人入国者数ともに前年を大幅に下回り厳

しい状況となっている。

雇用情勢は、有効求人倍率が４か月連続で前年を下回り、弱い動きがみられる。企業倒産

は、件数・負債総額ともに前年を下回った。消費者物価は、４１か月ぶりに前年を下回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～４か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、５月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を４．６ポイン

ト上回る１２．９に上昇した。横ばいを示す５０を

１５か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１８．６ポイント上回る３３．５となった。横ばい

を示す５０は１４か月連続で下回った。

緊急事態宣言の解除を受け経済活動は再開

し始めているものの、依然として厳しい状況

が続くことが見込まれる。

４月の鉱工業生産指数は８４．１（季節調整済

指数、前月比▲８．２％）と３か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲１１．４％と７か

月連続で低下した。

業種別では、プラスチック製品工業など２

業種が前月比上昇となった。一般機械工業な

ど１３業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

ｏ．２８８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2020.06.16 11.57.12  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア
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３．百貨店等販売額～７か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～７か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で来場者なし

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

４月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲１０．２％）は、７か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲６１．９％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋１．１％）

は、衣料品（同▲４７．７％）、身の回り品（同

▲３６．６％）、その他（同▲１０．４％）が前年を

下回り、飲食料品（同＋７．４％）が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比▲６．５％）

は、２か月連続前年を下回った。

４月の乗用車新車登録台数は、１１，１２４台

（前年比▲２８．９％）と７か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲４１．７％）、

小型車（同▲１５．６％）、軽乗用車（同▲３２．１％）

となった。

１～４月累計では、５５，３９１台（前年比

▲１４．５％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲２０．７％）、小型車（同▲６．６％）、

軽乗用車（同▲１５．８％）となった。

４月の札幌ドームへの来場者数は、２か月

連続で来場者なしとなった。新型コロナウイ

ルス感染拡大により営業休止していることが

影響した。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

４月の住宅着工戸数は２，９５０戸（前年比

▲１０．９％）と２か月連続前年を下回った。利

用関係別では、持家（同▲１９．０％）、貸家

（同▲７．９％）、給与（同▲４０．９％）、分譲（同

＋６．４％）となった。

１～４月累計では８，２８２戸（前年比

▲５．７％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲９．７％）、貸家（同▲４．０％）、

給与（同▲６４．１％）、分譲（同＋４．５％）と

なった。

４月の民間非居住用建築物着工面積は、

２５１，７７８㎡（前年比＋１１．９％）と２か月連続

前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋１１３．１％）、非製造業（同＋６．７％）であっ

た。

１～４月累計では、５３１，７６９㎡（前年比

＋２．０％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋１２０．０％）、非製造業（同

▲２．８％）となった。

５月の公共工事請負金額は１，４４８億円（前

年比▲１５．７％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同＋５．０％）

が前年を上回った。国（同▲１５．６％）、道

（同▲１８．４％）、市町村（同▲１６．７％）、地方

公社（同皆減）、その他（同▲５４．７％）が前

年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％

4322020/1121110987652019/4

1,750

1,500

750

250

1,250

1,000

500

0 -100

-20

-40

-60

-80

20

0

40

９．来道者数～３か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～７か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が９か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

４月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１６４千人（前年比▲８４．２％）と３か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲８７．３％）、JR（同▲８８．６％）、フェ

リー（同▲５２．８％）となった。

１～４月累計では、２，４７８千人（同

▲４０．５％）と前年を下回っている。

県をまたいでの移動自粛は解除される見通

しにあることから、今後改善が見込まれる。

４月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１人（前年比▲１００．０％）と７か月連続

で前年を下回った。空港・港湾別では、新千

歳空港が０人（前年比皆減）、旭川空港が０

人（同皆減）、函館空港が０人（同皆減）と

なった。

国際線の運休により今後も外国人入国者数

は厳しい状況が見込まれる。

４月の貿易額は、輸出が前年比▲３５．０％の

１７７億円、輸入が同▲３７．３％の８４４億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、一般機械、鉄鋼

などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石油ガス類、一般機

械などが減少した。

輸出は、１～４月累計では８５５億円（前年

比▲２１．０％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が４か月連続で低下

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに２か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～４１か月ぶりに前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９７倍（前年比▲０．１５ポイント）と４か

月連続で前年を下回った。

新規求人数は、前年比▲２２．３％と４か月連

続で前年を下回った。業種別では、卸売業・

小売業（同▲３０．３％）、サービス業（同

▲３３．５％）、宿泊業・飲食サービス業（同

▲３０．９％）、製造業（同▲２５．４％）などが前

年を下回った。

５月の企業倒産は、件数が１０件（前年比

▲５６．５％）、負債総額が５億円（同▲９０．１％）

だった。件数・負債総額ともに２か月ぶりに

前年を下回った。

業種別ではサービス・他が３件、卸売業が

２件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は３件

であった。セーフティネットなどの支援本格

化や、緊急事態宣言に伴う裁判所の実務繰り

延べなどが、倒産件数減少に影響しているも

のとみられる。

４月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．６（前月比▲０．８％）となっ

た。前年比は▲０．２％と、４１か月ぶりに前年

を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、４月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（４月１０日）時点で前月比、灯

油、ガソリン価格はともに値下がりした。

道内経済の動き
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― ６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

１．はじめに

北海道大学の北キャンパスに位置し、独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営するインキュ

ベーション施設「北大ビジネス・スプリング（以下、北大BS）」に急成長を遂げる、ユニークな

企業があります。AIカメラソリューションを提供する北大発認定ベンチャー企業、AWL（アウ

ル）株式会社（以下、AWL）。私も創業メンバーとして参画し、地元北海道出身・北大調和系工

学研究室OB（２００１年度修士課程修了）の土田 安紘氏が取締役兼CTOを務めるこの企業の取り組

みを紹介させていただきます。

２．「AI（人工知能）＋OWL（フクロウ）＝AWL

AWLは２０１６年６月、企業向けAIソリューション開発・コンサルティングを行うAI TOKYO

LAB株式会社として、同じく北海道出身の代表取締役兼CEO 北出 宗治氏と共に設立しました。

その後２０１９年２月に“AIが店舗を見守り、人間の「目と頭脳」を補完することによる、店舗を

はじめ多様なビジネスにおける生産性向上・業務効率化・付加価値の創出”を目指して、「AI

（人工知能）＋OWL（フクロウ）」を足した造語、「AWL（アウル）」に社名を変更、フクロウを

ロゴに用いています。本社は東京ですが、「北海道から自社独自の製品・サービスを発信した

い」という強い想いから、札幌オフィスを研究開発の中枢拠点としています。

AWLの創造性ある商品開発、サービスの原点は多文化、多様性あふれる企業文化にありま

す。シリコンバレーでのビジネス経験者３名、北大OB･OGが技術系で８名、マーケティング系

で３名という構成。加えてAI人材を中心に海外からも積極的に採用を行っており、現在では１８

北海道から世界へ、AWLの「飛躍力」

寄稿
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カ国からのメンバーが集い、英語を公用語とする企業へと発展を遂げています。現在の札幌オ

フィス社員の外国人比率は７０％以上、平均年齢３０歳、複数名の海外籍マネージャーも活躍中で

す。ベトナム・ハノイには、事業の初期段階にハノイ工科大学をはじめとするAI人材で構成さ

れる最先端のAI研究開発センターで、１００％子会社の「AWL Vietnam, Inc．」を設立し、グローバ

ルな事業活動を展開しております。また、本年よりグローバルIT系企業のトップを続々と輩出す

る最高峰、インド工科大学ボンベイ校との共同研究等、新たな取り組みも開始しています。

３．地元の先進企業 サツドラと提携し、店舗で実証実験。北海道から世界へ

日本は世界の先進国に先駆けて、「人口減少」「超高齢化社会」に伴う様々な社会的課題を抱え

ています。なかでも北海道はそれらの課題が日本で最も早く顕在化しており、世界の社会的課題

が先行している地域と言っても過言ではありません。北海道がこのような状況にあるからこそ、

AIをはじめとする最先端技術を用いてチャレンジすることにより、世界に先駆けて、新しい課

題解決のモデルをいち早く構築することができるものと考えます。

これらの課題に果敢に挑戦すべく、AWLは北大BSに研究開発拠点を開所した当初より、「健康

で明るい社会の実現に貢献する」を理念に掲げ、２００以上のドラッグストアチェーンを持ち、地

域マーケティングやコミュニティ活動のサポート、教育事業、インバウンドまで幅広く展開する

サツドラホールディングス株式会社（以下、サツドラHD）と強固な関係を構築してまいりまし

た。サツドラHD 代表取締役社長の富山浩樹氏は、北海道の地域に根差し、「EZOCA」の運営や

マーケティング会社設立といった先進的な活動に取り組み、地域改革を実現するためにリーダー

シップを発揮されている方で、AWLの取締役CMOでもあります。

AWLは２０１７年より、サツドラHDが有するドラッグストア「サツドラ」における実証実験を起

点とした実店舗資産、商品、データ、顧客、集客能力、POSシステム、マーケティングノウハ

ウ、人材その他のリソース等を活かしたAIカメラソリューションの開発を推進してまいりまし

た。そしてAWLのAIカメラソリューション活用による、今までにない新しい店舗体験の創出

や、コスト削減、生産性向上へと繋がるノウハウを蓄積すると共に、「サツドラ」の店舗とデー

タ、取引先メーカーとの太いコネクションといった資産を最大限に活用したオープンイノベー

ションプロジェクトである「SATUDORA AI LAB」を立ち上げ、AIカメラによる店内データや

POSデータなどを分析。そこから得た知見を取引先メーカーに販売し、新しい収益源につなげる

などの着実な成果を上げてまいりました。

４．AWL BOX・AWL Liteリリース

「サツドラ」の実店舗、地域という資産を活用し、これまで進めてまいりました実証実験を基

盤に、現在更に新たな取り組みを行っております。AWLの提供するAIカメラソリューションは

現在、業種を超えてドラッグストア以外に、飲食、アパレル、スーパー、コンビニ、百貨店、
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ホームセンターなどの全国のチェーンストア、加えてオフィス等で幅広く活用いただく準備がで

きております。本年２月には「AWL BOX（アウル ボックス）」と「AWL Lite（アウル ライ

ト）」の２つのサービスをリリースしました。

「AWL BOX（アウル ボックス）」は店舗内の既設の防犯カメラに接続することで、カメラの

映像をリモート管理できるようにすると共に、店舗オペレーションで必要となる多様なAI機能

をSaaS（Software as a Service）型サービスとして手軽に利用いただけます。店舗内の大量の映像

をAIで分析することに特化したAIエッジデバイスである「AWL BOX」は、世界７，０４２種類（３９１

メーカー）のIPカメラに対応しており、映像データはクラウド上にアップロードしない設計のた

め、個人情報管理や保護への対応を最小限にすることができます。

チェーンストアなどの数百店舗、数万台のカメラを一元管理することを想定した「AWL

BOX」は、新たにAI専用のカメラを購入したり、設置工事をしたりする必要もなく、これまで

のAIカメラソリューションと比較しても初期費用、月額費用ともに１／１０程度の低価格となっ

ているため、一部店舗での実証実験にとどまらず、全店に導入して活用できる料金体系になって

おります。
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AWL BOXは電子機器製造最大手、台湾FOXCONN及び、SOCベンダー大手、日本SOCIO

NEXTと共同開発しました。本機には、CortexA５３２４コアのSOC（SynQuacer）と、ディープラー

ニングベースの画像認識を高速に実施するためのチップGyrFalcon ２８０１Sを８個搭載しておりま

す。これらチップを活用することで、最大２０カメラの映像録画と、最大１０カメラの映像のリアル

タイムな認識処理（映像から人物を検出・追跡、性別・年齢、マスク有無の判定等）が可能で

す。AWLは、大量のカメラ映像をエッジデバイスで効率的なAI処理を行うシステムの特許（特

許第６６４４２３１号）を有しており、本件技術において世界をリードしています。
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「AWL Lite（アウル ライト）」は、スマートフォンやタブレット、サイネージ上で簡単にAI

機能を利用できるサービスです。防犯カメラを設置していない店舗や、ポップアップストア・イ

ベントなど一時的な出店の場合でも、お手持ちのスマートフォンなどに「AWL Lite」をインス

トールすることにより、来店者の分析や空席状況のリアルタイム検知、接客支援などのアラート

機能を活用できます。

AWL Liteは、店頭等に気軽に設置してご利用頂くことを想定して設計開発したものであり、

設置時の負担を軽減する技術的特徴があります。AIカメラは、カメラの設置位置や角度、画角

調整により、人物検出等の精度が大きく左右されてしまいます。このため、適切な精度を達成す

るためには、熟練した技術者による設置・調整が必要であり、店舗の方が気軽に設置できるもの

ではありませんでした。そこでAWLは、端末の設置・位置や画角をAIが指示、誰でも適切なポ

ジションに設置することを可能とする特許技術（特許第６６５１０８６号）を開発しました。本技術に

より、AIカメラ導入の障壁が大幅に低くなり、あらゆるビジネスにおいて導入が加速されるこ

とが期待されます。
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また、「AWL Lite」は来店者の特徴を判別することで、タブレットやサイネージに表示してい

る広告をリアルタイムで最適化（例えば、サイネージ視聴者の性別・年齢、視聴時間に応じて、

表示する広告の内容を自動的に更新）することも可能です。さらに、AWL BOXと連動すること

で、店内全体での顧客の行動特性に応じたサイネージの最適化や、広告接触後にどのような行動

変化が起きたかも分析できるため、広告価値を正確に計測することも可能です。

５．時代の要請にいち早く対応：AWL Lite新型コロナウイルス対策機能
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北海道では２０１８年９月、最大震度７を観測し、北海道全域の停電を招いた北海道胆振東部地震

が発生しました。また本年は新型コロナウイルス感染症（COVID－１９）の感染が早期に拡が

り、全国の自治体に先駆けて独自の「緊急事態宣言」が発令され、政府の緊急事態宣言は執筆中

の現在も続いております。苦境の続く今こそが、北海道にいる我々が事業の原点に立ち返り、

AI技術やノウハウによる社会貢献に尽くす時と考え、北大発ベンチャーであり、私共がファウ

ンダーとなっているAWLとAIアルゴリズムを開発する株式会社調和技研（本社：北海道札幌

市、代表取締役社長 中村 拓哉、以下「調和技研」）、並びにAIボイスレコーダー開発を手がけ

るティ・アイ・エル株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長 藤浪 慧、以下

「TIL」）の３社が連携し、共同開発に着手いたしました。そのサービスの先駆けとなったのが、

もともとは広告の視聴率計測等のマーケティングツールとして開発された「AWL Lite」の技術

を応用し、「３密」を回避するためのサービスである「AWL Lite with 新型コロナ対策ソリュー

ション」で、わずか数週間で商品化を実現しました。

本システムは店頭などに端末を置くだけですぐに利用でき、独自開発の顔認識技術により来店

人数・性別・年齢・マスクの着用有無などを推定、同時に店内の混雑状況を予測することができ

ます。また、現在はSNSと連携し、「店舗混雑度」を地図上でリアルタイムに表示することで、

お客様が自発的に混雑を避けてご来店され、「３密」を避けて安心して買い物をお楽しみいただ

く一助となり、一方で店舗側にとっては店内の混雑状況に応じた臨機応変な店舗運営を促し、更

には業務効率化につながるサービス拡張を推進中です。今後はソーシャル・ディスタンスの測

定、特定の場所における過密度の計測、来店者・従業員のアルコール消毒実施の検知、発熱検知

などの新機能も提供すべく、開発を進めております。

シリコンバレーさながらの企業文化をもつ、北海道発AI技術のリーディングカンパニーであ

るAWLは、環境変化に迅速に適応しながら、世界の課題をAIをはじめとする最先端技術で解決

し、さらにはグローバルカンパニーとして私の予想をはるかに超えて成長を続けるはずです。
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はじめに

道では、長期的な観点から、２０４０年以降を見据え、北海道の人口の現状と将来の姿を示し、人

口減少をめぐる問題について道民と認識を共有するとともに、今後目指すべき将来の方向性を提

示するため、２０１５年（平成２７年）１０月に「北海道人口ビジョン」を策定しました。また、長期的

な展望に立ちつつ、短中期的な見地から、自然減対策、社会減対策などの人口減少対策を進める

ため、「北海道創生総合戦略」を策定し、本道の人口減少の克服に向けた取組を進めてきました。

この度、本道の人口減少の状況を直視しつつ、時代の潮流を捉えながら、北海道の創生に向け

た施策を総合的かつ計画的に推進するため、令和２年度からスタートする第２期北海道創生総合

戦略を策定しました。今回は「第２期北海道創生総合戦略」の概要についてお伝えします。

めざす姿と取組の基本方向

第１期の北海道創生総合戦略策定から５年が経ち、あらためて人口減少問題への危機感、そし

て今後の見通し、課題などの認識を広く道民と共有し、人口減少にしっかりと立ち向かい、北海

道人口ビジョン（改訂版）で示した人口の将来見通しのとおり、「２０４０年に４６０万人から４５０万人

の人口を維持する」との長期展望に立って、この総合戦略がめざす姿を次のとおりとしていま

す。

また、「めざす姿」の実現に向けて、次の４つを取組の基本方向とし、この方向に沿って総合

戦略を構成しています。

第２期 北海道創生総合戦略
～ピンチを新たな成長へのチャンスに、挑戦する北海道～

寄稿
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戦略推進の基本方針と総合戦略の枠組み

総合戦略に掲げる施策は、取組の基本方向に沿いながら、①基本認識の共有と全員参加、②市

町村戦略との一体的推進、③札幌市との連携強化、④民間との連携・協働、⑤分野横断的な政策

展開・SDGsの推進、⑥施策の重点化の６つの方針に基づいて推進を図ります。

総合戦略は、北海道の人口減少対策の中核として、重点的に展開する「重点戦略プロジェク

ト」、人口減少対策の総合的な対応を図る「基本戦略」、振興局が中心となって推進すべき政策の

基本方向を示す「地域戦略」の３つの戦略により構成しています。

重点戦略プロジェクト設定の枠組みと概要

基本戦略に掲げる施策のうち、北海道の人口減少対策の中核として、地域創生の根幹をなす

「まち」「ひと」「しごと」の３本柱に対応した３つのプロジェクトのほか、その効果を高める横断

的な取組として２つのプロジェクトを設定し、戦略の推進期間である５年間（２０２０年度～２０２４年

度）を通じて政策資源を集中投入するなど、重点的な展開を図ります。

①「心豊かに・北海道暮らし」プロジェクト －人口減少社会に適応した地域づくり－

長期的に続くことが見込まれる人口減少を見据え、今からその社会に適応し、その地域に住み

続けられるよう、行政サービスの維持、生活インフラの確保、買い物環境の整備など、住民の

「暮らし」の観点による地域づくりを進め、これまで以上の心豊かな北海道暮らしを創出します。
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②「磨き高め輝く・北海道価値」プロジェクト －食や観光を中核としたしごとづくり－

北海道が世界に誇る価値・魅力である食や観光は、更なる創意と工夫で、一層の高みに押し上

げられる潜在力を有しています。これら貴重な資源を磨き、しごとを創造し稼ぐ力を高め、本道

経済を力強く輝かせる取組を進めます。

③「未来をけん引・北海道人」プロジェクト －北海道をけん引する人づくり－

北海道創生は息の長い取組であり、当面の取組はもちろんのこと、中長期的にこれを支える人

材の育成が重要です。未来の北海道を創造する広い視野と挑戦への意欲・熱意を備える人づく

り、人生１００年時代を見据え、あらゆる立場・世代の人づくりを進めます。
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④「北海道らしい関係人口の創出・拡大」プロジェクト

－①～③に効果的に関わる関係人口の創出・拡大－

道内を何度も訪れる多くの観光客、盛況を博す北海道物産展、ふるさと納税を通じた多くのご

支援など、北海道への関心・愛着・想いは、急速に人口減少が進む本道において、大きな力と

なっています。こうした北海道への想いをしっかりと受け止め、暮らし・経済・人づくりの効果

を高める力となるよう、北海道らしい関係人口の創出・拡大に向けた取組を進めます。

⑤「北海道Society５．０」プロジェクト －①～③の施策を効率化し、効果を最大化－

近年目覚ましい発展を遂げている情報通信技術等の未来技術は、人口減少を含め課題の先進地

であり、広域分散型の地域構造である北海道においてこそ、ピンチをチャンスに変える力を持っ

ています。北海道創生の次のステージに向け、Society５．０を見据えた取組を進めます。
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寄稿

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

基本戦略

総合戦略のめざす姿を実現するためには、人口減少に関する危機感や課題などの基本的な認識

を道民や関係者と共有し、粘り強く継続的に進めるべき人口減少の進行の緩和と、人口減少が地

域に与える影響への対応の二つの視点に立って、取組を進めて行く必要があります。そうした観

点から、北海道の創生に向けた基本戦略として、以下の５つの柱を設定し、総合的に施策を推進

していきます。

地域戦略 ～道と１７９市町村のスクラムをより一層強化～

持続可能な地域づくりを進めていくためには、地域それぞれの特性や実情に応じ、都市と農山
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寄稿

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

漁村、地域の中核となる都市と近隣の市町村など、広域的で多層的な連携・補完を行いながら、

地域における多様な主体が一体となって取組を進めていくことが必要です。

このため、重点戦略プロジェクトや基本戦略との連携を密にしながら、地域づくりの拠点であ

る振興局が中心となって進める施策の基本的な方向性を地域戦略として提示しています。

市町村戦略支援

北海道の創生に向けては、道と市町村が強固なスクラムのもとで課題の認識を共有し、市町村

総合戦略との有機的な連携を図りながら、取組を一体的に推進することが重要です。

このため、「地域とともに考え行動する」という発想のもと、地域の実情に応じ、市町村が市

町村総合戦略の着実な推進に資する取組を行えるよう、次の施策を展開します。

おわりに

全国を上回るスピードで進行する人口減少は、現在の本道における人口構造や人口動態などを

勘案すると、その傾向が長期的に続くものと見込まれています。こうした状況は、本道が直面す

る最大のピンチです。また、この度の新型コロナウイルス感染症は、「まち」や「しごと」のあ

り方、「ひと」の動きなど、地域創生のすがたに大きな影響を及ぼしています。

しかしながら、北海道では、これまで、先人が幾多の困難に挑み乗り越えてきたように、この

困難を新たな成長への好機、挑戦への機会と捉え、人口減少下においても心豊かに暮らし続けら

れるような包容力のある北海道の実現に向けて、全力で取組を進めてまいります。
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

州都 ホノルル

州知事 デービット・イゲ 民主党
２０１４年１月～２０２２年１月（現在２期目）

面積 １６，６３５�（北海道の約５分の１、全米第４７位）
オアフ島１，５４５�（札幌市１，１２１�）

人口（２０１８年７月） 合計１４２万４９１人
オアフ島９８万８０人、ハワイ島２０万９８３人、
マウイ島１６万７，２９５人、カウアイ島７万２，１３３人

人種構成
（混血含、２０１１－２０１５年
国勢調査局推計）

白人系４３．０％、フィリピン系２５．０％、日系２２．１％、
ハワイアン２１．３％、中国系１４．１％、他

名目GDP（２０１９年） 約９７３億ドル

主要産業（２０１９年GDP比）不動産２０．３％、政府系１９．７％、宿泊・飲食９．１％、
ヘルスケア・社会福祉６．８％、小売６．４％、他

＜ハワイ州の概要＞

出典：ハワイ州政府HPより

＜はじめに＞

日本から年間約１５０万人が訪れる人気の観光地ハワイ。日本とアメリカ本土の間に位置するハ
ワイは、単なる観光需要だけではなく、ビジネスの中継地や本土進出への足掛かりとしての需要
もあることから、これまでに２００社を超える日系企業がハワイに進出しています（２０１７年１０月時
点、外務省領事局政策課調査）。
２０１２年１１月からは、ハワイアン航空が新千歳―ホノルル間の直行便を週３便就航し（新型コロ
ナウイルスの影響により２０２０年７月下旬まで運休予定）、２０１７年５月には、北海道とハワイ州が
友好提携を締結する等、両地域間の交流は近年活発になっています。
ハワイは、１９世紀後半頃からサトウキビ産業が発展したことに伴い、多くの外国人労働者を受

け入れてきた歴史があるため、アメリカの中で最も人種が多様な州と言われています。日本人も
大勢ハワイに渡ったため、ハワイでは、今なお日本の文化を目にする機会が多くあります。そん
な日本人にとって馴染みのあるハワイですが、観光するだけでは見えない様々な社会的課題を抱
えています。本稿では、ハワイが直面する課題、それらに対する取組についてご紹介します。

＜高い物価＞

ハワイに旅行したことがある方の多くは「物価が高い」と感じたことがあるのではないでしょ
うか？ ハワイ州の調査によると、ホノルルは全米の中で最も生計費が高水準で、生活が困難な
都市であることがわかっています。生計費が高い主な理由として①住宅価格が高いことや②地場
の製造業が未発達で、消費財の約８割を移輸入に頼っていること等が挙げられます。以下に特に
物価が高いものをご紹介します。

アジアニュース

ハワイが直面する社会的課題について
北洋銀行国際部
セントラル・パシフィック・バンク派遣

村上 和矢
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アジアニュース

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

オアフ島の住宅売買中間価格の推移

出典：ホノルル不動産協会より

ハワイ州と全米平均の電気料金推移

出典：ハワイ州政府HPより

�住宅価格の動向
右のグラフは、オアフ島の一軒家

（青色）とコンドミニアム（赤色、日
本のマンションに相当）の売買中間価
格の推移を示したものです。どちらも
上昇を続けており、２０２０年３月時点で
は、一軒家が８１０，０００ドル１、コンドミ
ニアムが４３５，０００ドルと非常に高額に
なっています。災害が少ないリゾート
地としての需要に加え、島の面積が狭
く、開発できる土地が限られているこ
とが、継続的な価格上昇の理由と考え
られています。リゾート向けや別荘と
しての開発が多く、地元住民が購入で
きる価格帯の住宅が不足していることから、ホームレスの増加や、それに伴う治安の悪化等の社
会問題も深刻化しています。
対策として、地元住民向けに建設費用と販売価格を抑えたアフォーダブルコンドミニアムや

ホームレス向けのシェルターの建設が進められています。

�電気代の動向
右のグラフは、ハワイ州（青色）と
全米平均（オレンジ）の電気料金の推
移を示したものです。ハワイは料金の
変動が大きく、２０１８年時点では、全米
平均の３～４倍程の価格にまで高騰し
ています。ハワイは電力の全てを自給
しなければならず、大半を石油輸入に
よる火力発電に依存していることか
ら、電気料金が高くなっています。
対策として、ハワイ州政府は、２０４５
年までに再生可能エネルギーによる発
電割合を１００％にする政策を掲げてお
り、徐々に再生可能エネルギーのシフ
トを図っています。日系企業による自
然エネルギー発電事業への参画も行われています。

＜物価水準に比べて低い収入＞

グラフは、�全米の州別の個人平均年収と�世帯中間年収を示したものです。それぞれオレン

１１ドル＝１０８．８９円（２０２０年６月３日現在）
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アジアニュース

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

�全米の州別の個人平均年収ランキング �全米の州別の世帯中間年収ランキング

出典：ハワイ州政府HPより

ジがハワイの数値になります。物価は全米トップ水準にも関わらず、個人平均年収は５０，９７７ドル
で全米第２４位、全米平均年収を６，２８９ドル（１１．０％）も下回っています。一方の世帯中間年収は
８０，２１２ドルで全米第４位、全米平均年収を１８，２７５ドル上回っています。なぜこのようなことが起
こるのでしょうか？ 理由は、１人の年収だけでは生活するのが困難なことから、複数世代で同
居している世帯が多いためと考えられています。

＜背景にある高齢者・幼児施設の不足＞

下のグラフは、�ハワイ州と全米の高齢化率（６５歳以上の割合）の推移と�ハワイ州の人種別
の年齢構成を示したものです。あまり知られていませんが、ハワイ州は全米と比べて高齢者の割
合が高く、高齢化のスピードも速いことがわかります。２０１８年時点では、全米で７番目に高齢化
が進んでいる州になっています。また、人種毎の年齢構成を見ると、日系人の高齢化率が高く
なっています。定量的な調査データはありませんが、日系人の中には、日本語でサービスが受け
られるケアホーム等の高齢者施設へのニーズがある一方、そのようなサービスを提供できる施設
はごくわずかで困っている、という声を良く耳にします。
また、就学前の幼児（２～５歳）が通うプリスクールの数も少なく、入園まで数か月から１年
�ハワイ州と全米の高齢化率の推移 �ハワイ州の人種別年齢構成

（２０１１年－２０１５年国税調査局推計）

出典：ハワイ州政府HPより
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アジアニュース

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

�全米の州別失業率ランキング �ハワイ州と連邦の名目及び実質最低賃金推移

出典：ハワイ州政府HPより 出典：ハワイ州政府HPより

以上待たされることも珍しくはありません。加えて、フルタイムで預ける場合の学費相場は月
７００ドル程度からと非常に高額です。このような背景から、共働き世代の中には、就業を諦めざ
るを得ないケースも多くあるようです。
ハワイ州政府は、２０２０年から２０２５年までの今後５年間で、プリスクールに通えていない３～４

歳児の５０％に教室を提供することを目標に掲げ、官民共同で教育施設の拡充に取り組む計画を今
年の年初に発表しました。

＜人手不足への対応＞

下のグラフは、�全米の州別失業率ランキング（ハワイ州はオレンジで表示）と�ハワイ州と
連邦の名目及び実質最低賃金の推移（ハワイ州は灰色、連邦は青色、名目は実線、実質は点線で
表示）を示したものです。ハワイ州の失業率は２０１８年時点で２．４％と全米で最も低い数値になっ
ています。ハワイ州の最低賃金は現在１０．１０ドル／時間で、連邦の最低賃金７．２５ドルを上回って
います。しかし、２０１９年のハワイ州の調査によると、ハワイ州の最低賃金１０．１０ドルをホノルル
の物価で調整した価値は、全米平均の物価に対して４．９８ドル分の購買力しかないという試算結果
が出ています。
このような状況から、より良い経済環境を求めて本土で就業する人々が多くおり、ハワイの人
手不足の一因になっています。
対策の１つとして、ハワイ州政府では、２０３０年までに新しいテクノロジーやイノベーションの
分野で年間８万ドル以上の収入の雇用を８万件創出することを目標に、助成金の交付や人材育成
等の様々な取り組みを行っています。

＜食料増産への対応＞

ハワイ州では、食料自給率が約１５％と低いことから、ハワイ州政府
は、２０３０年までに州内の食料生産を倍増させる「地場生産食料倍増プ
ロジェクト」を掲げ、農家への融資や投資拡大のための官民パート
ナーシップの強化、新しい農業技術の導入等に取り組んでいます。
また、ハワイ産製品のブランド化を図るべく、生産・製造→加工→
卸売の過程で、ハワイ州内で５１％以上の付加価値が加えられた製品に
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アジアニュース

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

�ホノルル鉄道建設中の様子 �ホノルル鉄道のルート

出典：ホノルル高速交通公社（HART）より 出典：ホノルル市HPより

のみ、「Made in Hawaiiロゴ」（前頁画像）を貼る、「Made in Hawaii with Alohaプロジェクト」にも
取り組んでいます。

＜交通渋滞への対応＞

オアフ島は、ハワイ州全体の面積の９％程度の小さな島ですが、ハワイ州全体の人口の約７０％
が集中しています。ホノルルには、フリーウェイ（無料の高速道路）が３本走っていますが、日
本の都市とは違い、地下鉄や鉄道等がないことから、朝夕の通勤ラッシュ時の交通渋滞はとても
深刻です。中でも島の東西を結ぶH１フリーウェイは、西側郊外の開発が進んだことに伴い、交
通量が特に増加したため、オフィスの集中する中心部への通勤時間は１時間以上かかることも珍
しくはありません。交通渋滞をさけるために、朝５～６時頃に家を出発するという話も良く耳に
します。また、ハワイ州運輸局の統計によると、２０１７年にオアフ島で起きた交通事故件数は
５，９５９件、死亡者数４９人と非常に多く（２０１８年札幌市：事故４，６７５件、死者２０人）、合わせて問題
となっています。
このような状況を改善すべく、ハワイ州政府は２００５年にホノルル高速交通公社（HART）を設
立し、２０１４年より、約１兆円にも及ぶ予算を投じ、島西部のカポレイ地区からアラモアナ・セン
ターまでの約３２km・２１駅を結ぶ「ホノルル鉄道」を建設中です。２０２０年末にカポレイ―アロハ
スタジアム間（９／２１駅）を部分開通、２０２５年に全線開通の予定です（新型コロナウイルスの影
響により遅れる可能性もあります）。鉄道の建設には日系企業の海外法人が関わっています。ま
た、今後の駅周辺の開発にあたり、アメリカ企業は経験が乏しいことから、日系企業の街づくり
のノウハウが必要になると言われています。

＜最後に＞

上記でご紹介した通り、ハワイには様々な社会的課題が複合的に存在しています。それらの課
題解決に向けた取り組みの中に、日系企業の技術やノウハウ提供等のビジネスチャンスが隠れて
いるのではないかと思います。
私が派遣されているセントラル・パシフィック・バンク（以下CPB）は、第二次世界大戦後に
日系二世により設立された、日本のビジネス誘致に非常に積極的な銀行です。当行では、CPBを
通じて、現地情報の提供や各種専門家・取引先・政府機関のご紹介、融資のご相談等の様々な進
出支援を行うことが可能です。ご興味のある方はお気軽にお問い合わせください。

ｏ．２８８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９～０２３　アジアニュース  2020.06.17 16.12.03  Page 23 



― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

経済コラム 北斗星

北の大地への讃歌
（経済コラム「北斗星」を閉じる）

本年６月末をもって、北洋銀行顧問を退任することとなった。本経済コラムは、私がまだ

北洋銀行の会長に在任中の平成２８年６月号からスタートし、この令和２年７月号をもって丁

度５０回目を数える。顧問退任を機に、区切りの良いところで、本号を執筆の最終回とするこ

ととした。思えば、毎月１回、欠かすことなく書き続けることが良く出来たと思う。何を

テーマとするか、時によって悩むこともしばしばであった。時折、「北斗星を読みました

よ」と言って下さる読者の声が大きな励みになったことは言うまでもない。また、「ほくよ

う調査レポート」の編集を担当する北海道二十一世紀総合研究所の横浜調査部長はじめス

タッフの皆様には、毎号、計数の確認や事実関係のチェックなどで大変お世話になった。心

から感謝の意を表する次第である。

ところで、これまでに執筆した５０編のコラムを振り返ってみると、内容的には、日本経

済、北海道経済の直面する課題とそれに対する取り組みに関するもの（早急に対応が求めら

れるというトーンのものなど）が圧倒的に多い。私のこれまでの職歴の中では、３０年間に亘

る日本銀行勤務が圧倒的に長い。昨今は大分変わってしまったかもしれないが、当時の中央

銀行員は、「職業的心配屋」と呼ばれたものである。こうした経歴を背景として私のコラム

は、ともすると先行き警戒型、心配型のトーンのものが多いように感じられる。スウェーデ

ンの医師、ハンス・ロスリングとその息子夫妻の共著「ファクトフルネス」（日経BP社刊）

によれば、人間には１０ほどの思い込みに陥りやすい傾向があるという。因みに、ネガティブ

本能（物事のポジティブな面よりもネガティブな面に気づきやすい）、過大視本能（一つの

実例を重要視し過ぎてしまう）、焦り本能（今すぐに行動しないと手遅れになると思う）な

どが挙げられているが、こうした思い込みに囚われると、現状を過度に悲観し誤った対応を

主張することになりやすいと指摘している。

もっとも、こうした人間が陥りやすい思い込みのリスクを十分考慮した上でも、現在の世

界と日本が直面しているリスク、例えば、地球温暖化、貧困と格差拡大、感染症の拡散（パ

ンデミック）、金融危機、大国間の緊張拡大などの問題は「今、そこにある危機」であるこ

とは間違いないし、北海道経済について見ると、人口減少・少子高齢化問題、エネルギー問

題（石炭火力発電依存、原子力発電対応）、交通インフラ問題（JR北海道の赤字路線問題、

７空港民営化、やがて顕現化する道路橋梁トンネルなどの設備更新問題）などは、決して先

送りは出来ない問題である。新型コロナウイルスが、北海道発展の２本柱「食」と「観光」

にもたらしている深刻な影響は、決してリスクを過大視しているという次元の問題ではな

い。

しかしながら、ここで忘れてはならないことは、不安と恐怖で決して思考停止に陥らない

ことであろう。将来に対する期待と希望を大きく掲げ、北の大地・北海道の持つ可能性に向

かって引き続きチャレンジしていくことが求められる。この意味で、北海道の将来を背負う

若き世代に対して心からのエールを送り、本コラムの筆を置くこととしたい。

（令和２年６月１０日 北洋銀行顧問 横内 龍三）

ｏ．２８８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４　　　　　経済コラム　北斗星５０  2020.06.12 14.20.05  Page 24 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 r ９２．７ △５．４ ９９．９ △３．８ r ９２．１ △５．９ ９８．９ △３．６ r１０８．３ ７．０ １０１．８ ２．９

２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．８ △２．１ ９６．４ △２．４ １０１．６ △１．７ １０６．１ ０．９ １０３．４ ０．５
４～６月 ９５．８ △１．７ １０２．８ ０．０ ９５．４ △１．０ １０１．４ △０．２ １０５．７ △０．４ １０４．４ １．０
７～９月 ９３．１ △２．８ １０１．７ △１．１ ９２．５ △３．０ １０１．３ △０．１ １０７．９ ２．１ １０３．３ △１．１
１０～１２月 ９０．９ △２．４ ９８．０ △３．６ ９０．９ △１．７ ９７．３ △３．９ １０７．４ △０．５ １０４．０ ０．７

２０２０年１～３月 r ９１．２ ０．３ ９８．４ ０．４ r ８９．４ △１．７ ９６．７ △０．６ r１１３．６ ５．８ １０６．４ ２．３
２０１９年 ４月 ９５．６ △１．４ １０２．７ △０．１ ９５．０ △０．７ １０２．０ ０．７ １０３．１ △２．８ １０３．４ ０．０

５月 ９７．２ １．７ １０４．２ １．５ ９６．３ １．４ １０２．８ ０．８ １０４．５ １．４ １０３．８ ０．４
６月 ９４．６ △２．７ １０１．５ △２．６ ９５．０ △１．３ ９９．５ △３．２ １０５．７ １．１ １０４．４ ０．６
７月 ９３．９ △０．７ １０２．２ ０．７ ９３．７ △１．４ １０２．０ ２．５ １０７．１ １．３ １０４．３ △０．１
８月 ９３．０ △１．０ １００．５ △１．７ ９２．２ △１．６ １００．０ △２．０ １０２．５ △４．３ １０４．２ △０．１
９月 ９２．４ △０．６ １０２．４ １．９ ９１．５ △０．８ １０１．８ １．８ １０７．９ ５．３ １０３．３ △０．９
１０月 ９０．０ △２．６ ９８．３ △４．０ ９１．２ △０．３ ９８．２ △３．５ １０５．５ △２．２ １０４．１ ０．８
１１月 ９２．０ ２．２ ９７．７ △０．６ ９１．６ ０．４ ９６．８ △１．４ １０６．２ ０．７ １０３．６ △０．５
１２月 ９０．７ △１．４ ９７．９ ０．２ ８９．８ △２．０ ９７．０ ０．２ １０７．４ １．１ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 ９０．５ △０．２ ９９．８ １．９ ８９．４ △０．４ ９７．９ ０．９ １０５．４ △１．９ １０６．２ ２．１
２月 ９１．４ １．０ ９９．５ △０．３ ８９．６ ０．２ ９８．９ １．０ １０８．８ ３．２ １０４．４ △１．７
３月 r ９１．６ ０．２ ９５．８ △３．７ r ８９．３ △０．３ ９３．２ △５．８ r１１３．６ ４．４ １０６．４ １．９
４月 p８４．１ △８．２ ８６．４ △９．８ p８１．２ △９．１ ８４．３ △９．５ p１１２．８ △０．７ １０６．１ △０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６８ ０．１ ４７，２０６△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，６１５ △２．８ １８６，１５５ ０．２ ３１，５９１ △０．４
４～６月 ２３２，０５３ ０．４ ４６，９７６△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９７３ △２．０ １８７，０１６ １．０ ３２，００３ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５
２０１９年 ４月 ７６，５３１△０．７ １５，３５９△１．３ １４，６２４ △３．２ ４，８９９ △２．１ ６１，９０７ △０．１ １０，４６０ △０．９

５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３６△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８５４ △１．８ ６２，３７０ ０．９ １０，７８２ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９８２△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２２１ △２．１ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４６△４．４ １５，９０９ △５．２ ５，４１６ △３．６ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８９３ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７８ １．４ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７２１ １０．５ １７，４３１ ２６．５ ５，６１９ ２２．２ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２６０△６．３ １４，５７２△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６９ △１７．２ ５８，３５４ △４．１ １０，３０３ △３．７
１１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６
４月 ７２，４６６△１０．２ １３，４５０△１８．６ ５，５６５ △６１．９ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０５３ ３．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

ｏ．２８８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　主要経済指標  2020.06.18 14.27.07  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，２２３ ２．７ ６７，３６１ ５．４ １６，１０５ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，１３４ △１．１
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５９３ ５．２ ６８，３９５ ５．５ １７，０４１ ５．１ ３７，６４２ １．９ ８，５９４ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
２０１９年 ４月 １０，６８７△１．０ ３，３６４ ０．９ ２２，４４０ ４．５ ５，５８０ ３．５ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５

５月 １０，９５２ ６．１ ３，４７７ ７．３ ２２，３７９ ６．３ ５，７０６ ６．０ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７５２ ７．３ ２３，５７６ ５．６ ５，７５５ ５．６ １１，６５３ ２．０ ２，６８４ △０．１
７月 １２，３４５△４．３ ４，０４６△１０．４ ２３，２６２ ４．２ ５，８７８ ２．０ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１１６ １７．６ ２４，２５９ ４．７ ５，８８１ ６．４ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，３７０ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，４２０ ０．２ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８４ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
２０１９年 ４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ １２７ ６．５

５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １６４ △８４．２ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

ｏ．２８８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　主要経済指標  2020.06.18 14.27.24  Page 26 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７
１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
２０１９年 ４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５

５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１
１１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３
１２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５

２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３
２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７
４月 ２，９５０ △１０．９ ６９２ △１２．９ ２５２ １１．９ ３，５１４ △１０．８ ７，３２７ △１７．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５
１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
２０１９年 ４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３

５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１
１１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６
１２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１

２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１
２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９
４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

ｏ．２８８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　主要経済指標  2020.06.16 13.17.59  Page 27 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
２０１９年 ４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６

５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ― ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
２０１９年 ４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９

５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年７月号

ｏ．２８８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　主要経済指標  2020.06.16 13.17.59  Page 28 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ ９８２，７０８ △１３．３ ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９４５ △２２．２ ７５８，８０２ △６．０ r１，２１６，８６３ △１５．１ r ７７１，７１４ △６．３

２０１９年１～３月 ８０，９８６ △１３．６ １９１，６２０ △３．９ ３３３，６６８ △１０．２ １９７，４００ △１．９
４～６月 ７０，０３１ △３０．７ １９０，８７２ △５．５ ３３０，５１４ ３．９ １９４，０５５ △０．１
７～９月 ８１，６３７ △１７．９ １９１，５１２ △５．０ ２７２，４８６ △２１．４ １９６，８６３ △４．９
１０～１２月 ７９，４７２ △２２．７ １９５，３１３ △７．８ ３１６，５７８ △２７．１ １９７，６７６ △１１．９

２０２０年１～３月 ６７，８０５ △１６．３ １８１，１０５ △５．５ r ２９７，２８５ △１０．９ r １８３，１１９ △７．２
２０１９年 ４月 ２７，２６６ △３４．０ ６６，６４３ △２．３ １３４，５０４ ２４．５ ６６，０５３ ６．５

５月 １８，３１６ △３８．４ ５８，３７８ △７．７ １１６，０７７ △９．９ ６８，０３２ △１．５
６月 ２４，４５０ △１８．３ ６５，８５１ △６．６ ７９，９３３ △１．７ ５９，９７０ △５．２
７月 ３８，４５６ ２０．７ ６６，４３５ △１．５ ９９，９８６ △１．４ ６８，９７３ △１．１
８月 ２２，５１８ △４２．４ ６１，３８７ △８．２ ９６，２０９ △３９．１ ６２，９０９ △１１．８
９月 ２０，６６２ △２７．４ ６３，６９０ △５．２ ７６，２９０ △１２．７ ６４，９８１ △１．４
１０月 ２６，８１３ △２３．９ ６５，７６２ △９．２ ９２，５５２ △２０．１ ６５，６５０ △１４．７
１１月 ２５，７５５ △３０．８ ６３，７９０ △７．９ １０８，１７８ △２１．２ ６４，６７４ △１５．６
１２月 ２６，９０４ △１１．６ ６５，７６１ △６．３ １１５，８４７ △３６．１ ６７，３５２ △４．８

２０２０年 １月 １８，９０９ △２５．７ ５４，３１２ △２．６ １１６，８６８ △４．５ ６７，４６３ △３．５
２月 ２４，９５０ △８．７ ６３，２１３ △１．０ ９４，５０６ △１７．５ ５２，１４７ △１３．９
３月 ２３，９４６ △１５．１ ６３，５８１ △１１．７ r ８５，９１１ △１１．１ r ６３，５０９ △５．０
４月 １７，７２４ △３５．０ ５２，０６０ △２１．９ p ８４，３７６ △３７．３ p ６１，３７９ △７．１

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８５，４７２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６９４ ２．１

２０１９年１～３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４～６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９３ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３
７～９月 １６２，６０６ １．２ ７，９０３，５６１ ２．２ １０４，７２６ ２．８ ５，０４９，１５０ １．９
１０～１２月 １６７，３３０ ２．７ ７，９５７，７３６ ２．６ １０６，１５７ ２．５ ５，０９０，７６９ １．８

２０２０年１～３月 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６９４ ２．１
２０１９年 ４月 １６５，６６４ ３．１ ７，９２０，３８７ １．１ １０３，４３４ ２．０ ５，０３７，０２７ ３．０

５月 １６５，０２４ ２．９ ７，９１１，８１６ ０．９ １０４，０１１ ２．８ ５，００９，４９８ ２．７
６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９３ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３
７月 １６３，７８４ ２．８ ７，８７４，９３０ １．９ １０４，５５６ ２．４ ５，０１９，９９７ ２．２
８月 １６５，６０８ ３．３ ７，８６４，５０９ ２．０ １０５，５４２ ３．０ ５，０２０，３５０ ２．２
９月 １６２，６０６ １．２ ７，９０３，５６１ ２．２ １０４，７２６ ２．８ ５，０４９，１５０ １．９
１０月 １６４，０９６ ２．７ ７，９３１，７９３ ２．６ １０５，２５８ ２．７ ５，０３７，７１９ ２．１
１１月 １６５，４０８ ２．４ ７，９８４，１０６ ２．８ １０５，６６５ ２．７ ５，０５９，６７４ ２．０
１２月 １６７，３３０ ２．７ ７，９５７，７３６ ２．６ １０６，１５７ ２．５ ５，０９０，７６９ １．８

２０２０年 １月 １６５，２６９ ２．６ ７，９７５，００６ ３．０ １０５，９８３ ２．７ ５，０８３，２９４ ２．２
２月 １６５，９３１ ２．７ ７，９９１，９９１ ３．４ １０５，８８７ ２．２ ５，０８５，９１９ ２．２
３月 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６９４ ２．１
４月 １７１，７１２ ３．７ ８，２９１，９９８ ４．７ １０５，０８２ １．６ ５，２３１，７０３ ３．９

資料 日本銀行

主要経済指標（５）
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ほくよう
調査レポート

2020

7

No.288

●道内経済の動き
●寄稿
北海道から世界へ、AWLの「飛躍力」
●寄稿
第２期 北海道創生総合戦略
～ピンチを新たな成長へのチャンスに、

挑戦する北海道～
●アジアニュース
ハワイが直面する社会的課題について
●経済コラム 北斗星
北の大地への讃歌
（経済コラム「北斗星」を閉じる）
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